
ファイル名:第66期連結決算短信 更新日時:5/30/2006 10:24:00 PM 印刷日時:06/05/30 22:25 

―  ― 1 

    
平成平成平成平成18181818年年年年３３３３月期月期月期月期        決算短信決算短信決算短信決算短信（（（（連結連結連結連結））））                                            

平成１８年５月３０日 
会 社 名 テクニカル電子株式会社            上場取引所  ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号 ６７１６                本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.technical-e.co.jp） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  本 房 周 作 
問い合わせ先   責任者役職名  経理部長 
        氏    名  八 子  将     ＴＥＬ（０３）３７６２－５１５２ 
決算取締役会開催日  平成１８年５月３０日 
米国会計基準採用の有無  無 
    
１．１８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
(1) 連結経営成績                                    (百万円未満切捨て) 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円   ％ 
6,998     （ 17.2） 
5,793     （ 9.1） 

百万円   ％ 
97  （△32.7） 
143  （△33.2） 

百万円   ％ 
9  （ △62.1） 

  25  （ △76.9） 

 
  

当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円   ％ 
△45    （  ―  ） 
10    （△86.7） 

円 銭 
△5  69 
 0  11 

円 銭 
    ― 
   0  02 

％ 
   △3.2 
     0.7 

％ 
     0.1 
     0.3 

％ 
     0.1 
     0.4 

(注) 1．持分法投資損益     18年3月期   ―   百万円   17年3月期   ―   百万円 
   2．期中平均株式数（連結） 18年3月期  8,030,315株   17年3月期  8,031,473株 
   3．会計処理の方法の変更  有 
   4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

  総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円 
       11,262 
        9,969 

百万円 
        1,418 
        1,473 

％ 
          12.6 
          14.8 

円  銭 
        176    64 
        182    53 

（注） 期末発行済株式数（連結） 18年3月期 8,028,075株  17年3月期 8,030,677株 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円 
          629 
        △340 

百万円 
        △213       
        △466 

百万円 
          62  
        1,180 

百万円 
        2,465  
        1,985 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ３社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結(新規)  ３社    (除外) ― 社     持分法(新規) ― 社    (除外) ― 社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

  売上高 経常利益 当期純利益 
 
中 間 期 
通 期 

百万円 
              3,500 
              7,500 

百万円 
                70 
               200 

百万円 
                40 
               120 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）  14円94銭 
 ※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える 
   不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は今後、 
   様々要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 

  当社グル－プは、当社及び子会社７社で構成されております。 

  当社グル－プの主な事業内容と関係会社の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

  

 駐車場関連事業･･････駐車場管理機械等の製造･販売を行っており、主として当社が製造・販売するほか子会社である

日飛電子精機(株)も製造・販売を行っております。 

 

電子機器部品事業････放送局、医療用、船舶用モニタ・電算機用ディスプレイ等の電子機器ならびに民生、産業用に

使用されるソケット、コネクタ等の電子部品を製造・販売しており、主として当社が製造・販

売するほか子会社であるＥＰＥ(株)、ＥＰＥ(Thailand)Co.,ＬTD.も製造・販売を行っておりま

す。 

 
賃貸業･･････････････土地・建物の賃貸を営んでおり、当社が事業を行っております。 
 

  企業集団についての事業系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

                        

                  

             製品             賃貸           製品 

    

           
   

 

  

                                         

                                  

 
       

 

＊は非連結子会社 

 

ＥＰＥ(株)、ＥＰＥ(Thailand)Co.,ＬTD.及び日飛電子精機(株)は当連結会計年度中に当社子会社となり、当社グ

ループとしての事業運営は下期以降となりました。 

なお、当社は平成17年10月１日付(合併登記は平成17年10月3日)で子会社であるテクニカル電子(株)と合併し、商

号をテクニカル電子(株)に変更しております。 

 

 

当    社 
 

電子機器部品事業 賃貸業 駐車場関連事業 

＊その他子会社１社 ＊その他子会社２社 

ＥＰＥ㈱ 

EPE(Thailand)Co.,
ＬTD. 

得    意    先 

日飛電子精機㈱ 



ファイル名:第66期連結決算短信 更新日時:5/30/2006 10:24:00 PM 印刷日時:06/05/30 22:25 

―  ― 3 

２【経営方針】 
   (1)経営の基本方針 

 当社では、常に市場のニーズを的確に捉え、お客様が真に望む製品を提供出来るようスピ－ディ－な経営体制

を構築し、自社ブランド商品を自社開発、自社生産、自社販売することにより、製品を通して広くお客様の満足

と信用を得ることを経営方針としております。        

   (2)利益配分に関する基本方針 

 当社では株主に対する配当につきましては、最重要施策のひとつとして認識しておりますが、基本的には収益

の状況に対応して決定すべきものと考えております。 

  (3)投資の引下げに関する考え方及び方針等 

 当社では、投資家の株式市場への参加を促進し、株式流動性の向上を図るために投資単位の引下げを重要課題

として認識しております。しかしながら、期末時点での当社株式の投資単位は、日本証券業協会が投資単位の引

下げの目安として示しております｢５０万円以上｣を下回る水準ですので、現時点での投資単位の引下げにつきま

しては、特段の措置を講じる必要は無いものと判断しております。当社の株価が長期的、継続的に現在の水準を

大幅に上回って推移する状態になった場合に改めて検討したいと考えております。 

  (4)目標とする経営指標 

 当社は、売上高経常利益率を高め、事業拡大に向けた財務体質の強化を図ることが、株主の皆さまのご期待に

こたえることであると考えており、中期的に売上高経常利益率３％を目指してまいります。 

  (5)中長期的な経営戦略 

 当社は、主として駐車場関連事業及び電子機器部品事業の２本柱で企業活動を展開して参りました。今後も市

場に対して新たな提案を行い企業として発展していく上で、｢顧客満足｣というメ－カ－の原点に立ち返り、お客

様の立場にたってニ－ズを捉え、お客様にどんな提案ができるかを常に念頭に置き、行動に移していかなければ

ならないと考えています。これは、従来市場及び従来製品においても、新規市場び新規製品においても共通のテ

－マであります。当社は、独自のノウハウと高い技術力により商品を開発していき、お客様のニ－ズに柔軟に対

応できる開発姿勢と、導入しやすいコストの実現を目指します。 

  (6)対処すべき課題 

 当社（旧商号 中央無線株式会社）は、子会社でありましたテクニカル電子株式会社と平成17年10月1日(合併

登記は平成17年10月3日)に合併を行い、商号をテクニカル電子株式会社と改め、双方ともに長年培ってきた経営

資源を統合させることにより持続的に収益力のあるメーカーへの変革に乗り出しました。これからは単によいモ

ノを造るという旧来型メーカーの発想から、市場の求めるものをタイムリーに提供するスピードと、独自の経営

システムをもって新しい市場を創出することに力を入れてまいります。 

また、当社が今後さらなる競争力を身に付け将来に渡り成長を続けるために、自社製品の開発において基幹パ

－ツの製造から量産まで全ての生産プロセスを内製化できるインフラを整備する上で、当上半期に、電子部品、

精密部品の製造のＥＰＥ株式会社と、駐車場管理システムの製造・販売の日飛電子精機株式会社を子会社として

グループに加えることにより、より付加価値の高い製品開発と、コストパフォーマンスの向上に努め、新しい技

術力の確保により、更なる創意と挑戦のエネルギーをもって新しい企業価値の創造に取組んでまいります。 

当社は、市場（お客様）からのニーズを的確に捉え、ご満足頂ける製品を提案（提案型営業）する事で、主力 

製品である駐車場関連事業及び電子機器・電子部品の拡販を積極的に図ってまいります。 

   今後の展開ですが、利益向上を目指して、各事業部門の3ヵ年計画に基づき、テクニカル電子グループは一丸と

なり「部分最適から全体最適の実現」、さらには「経営の透明性と責任の明確化」を強力に推進してまいります。 

 全般的な課題としては、経営体質の強化、品質の向上、基幹事業での売上規模確保・拡大、生産力の強化、開

発力の強化を設定し、各事業部門が確実に成果を出せるように努めてまいります。 
「駐車場関連事業」につきましては、日飛電子精機株式会社との融合を深化させ、グループのパーキング事業

を大きく躍進させ、収益基盤の要となる事業として発展させてまいります。また、両社の融合によりグループは

各種駐車場器機を揃えたメーカーとなったこの機会に、自社開発、自社生産、自社販売の思想に則した適切な営

業体制、サービス体制の構築を推進してまいります。 
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   また、電子機器部品事業につきましては、電子機器は売上高が減少傾向でありますが、収益を確保するため、

原価率の低減や不具合によるロスコストの削減を図り、また、ＬＣＤモニタの拡販を目指し、開発力の強化を図

ります。生産においては、お客様の依頼に全て対応できるよう生産力の強化を行います。電子部品は、接続部品

であるコネクタの拡販を積極的に図り、ＥＰＥ株式会社の精密部品営業と相互に効果の出る営業活動を推進し、

大幅な売上増を目指します。そのために品質向上、開発力の強化、および生産力の強化を図ってまいります。 

当然、環境問題にも配慮し、ＩＳＯ14001の維持・管理活動に対し積極的に取組むとともに、鉛フリー対応、Ｒ

oＨＳ対応についても計画的に進め、更なる環境に配慮した製品とサービスを提供できるよう体制強化を図り活動

してまいります。 

   当グループといたしましては、社員一人一人の意識の改革を含め、全力をあげて早急にこのような体制を確立

し、努力してまいる所存です。 

   (7)コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策状況 

  ① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の透明性・公正性、迅速な意思決定の維持・向上を実現していくことが不可欠であるとの認識

の下、コーポレートガバナンスの強化に積極的に取り組んでおります。 

  ② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(ｲ)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

    当社は、取締役会を毎月開催し、その他必要に応じ臨時の取締役会を開催しており、経営の基本方針や法令

で定められた事項及び経営に関する重要事項を審議決定しております。役員ミーティングも頻繁に行い、取

締役間での情報交換や執行監督を図っております。また、取締役、監査役、各部門長の出席による経営会議

を月１回定期的に開催し、各部門の報告、問題等を討議しております。 

   監査役については３名のうち２名を社外から招聘しております。監査役は取締役会に出席するほか、経営

会議等の社内重要会議に出席し、取締役の業務執行等を監視しております。 

   また、会計監査人である監査法人トーマツとは監査契約に基づき、決算時における監査を受けております。 

顧問弁護士とは顧問契約に基づき、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。 

(8)内部管理体制の整備運用状況 

  コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」 

  に記載しますので省略しております。 
 
役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は下記のとお

りであります。 

役員報酬： 監査報酬： 

 取締役に支払った報酬   75,860千円  監査証明に係る報酬   29,500千円 

 監査役に支払った報酬    6,753千円  

      計       82,613千円  
 
(ﾛ)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社は社外取締役を選任しておりません。 

 当社と社外監査役２名との間に取引関係その他の利害関係はありません。 

   (8)親会社等に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

３【経営成績及び財政状態】 
   (1)経営成績 

  当期におけるわが国経済は、株価の上昇、不良債権処理の進展や企業再編の活発化等、企業体質の強化による

収益の拡大を背景に設備投資や個人消費が伸びを示し、原油価格の高騰や原材料価格の上昇が懸念されるものの

景気は全般に回復基調を示しました。 
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  駐車場業界におきましても、自動車保有台数の増加に伴い駐車場需要は年々増加しております。また、道路交

通法改正を控え特需の期待が高まりました。一方、電子工業界におきましては、景気回復の牽引役であったデジ

タル家電のコスト競争等により、企業によって収益に差があるものの概ね堅調に推移しました。 

   このような情勢の中で、当社グループは、主力事業である「駐車場関連事業」及び「電子機器部品事業」の拡

販を積極的に図るとともに、環境問題にも配慮した、お客様に満足いただける製品の開発や販売に努めてまいり

ました。また、当社は１０月に完全子会社テクニカル電子株式会社との合併を行うとともに社名をテクニカル電

子株式会社と変更し、経営資源を統合させ持続的な収益力のあるメーカーへ変革を図るべく新たにスタートいた

しました。結果、当連結会計年度の売上高は69億9,804万円（前連結会計年度比20.8％増）となりました。しかし

ながら、損益面につきましては製造コストの低減や、固定費の削減に努めましたが、電子機器の収益が減少し、

営業利益は9,728万円、（前期比32.3％減）、経常利益は954万円（前期比62.2％減）となり、法人税、住民税及

び事業税が6,009万円発生したことなどから当期純損失は4,567万円（前連結会計年度は1,090万円の当期純利益）

となりました。 

   事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（駐車場関連事業） 

 駐車場管理機械等の製造・販売を主に行っており、営業所の強化、代理店の育成などに力を入れ製造・販売及

び駐車場（コインパーキング）の運営を積極的に行いました。また、駐車場管理装置設計・製作・販売の日飛電

子精機㈱が新たに連結子会社となり、販売拡大に努めた結果、売上高は36億9,224万円（前期比10.7％増）、営業

利益は、製造コストの低減などにより1億4,875万円（前期比29.5％増）となりました。 

（電子機器部品事業） 

 当事業の電子機器は、ＬＣＤモニタの新機種の立上げやＦＡ用モニタ等の一部増産を行ったものの、医療用モ

ニタや船舶用モニタなどのＯＥＭ製品の落ち込みを補填することができず、売上高は減少しました。また、電子

部品は、マイクロコネクタ等の積極的な拡販、高付加価値商品への展開や環境対応を推進すると伴に、新たに、

金属プレス加工部品設計・製造・販売のＥＰＥ㈱が新たに連結子会社となりました。 

 その結果、売上高は31億7,621万円（前期比36.6％増減）となったものの、営業利益は、1億3,345万円（前期比

12.0％減）となりました。 

   （賃貸業） 

 賃貸に関しましては、売上高は1億2,958万円（前期比1.2％減）、営業利益は9,704万円（前期比32.6％増）と

なりました。 

   

   (2)財政状態 

 当連結会計年度における連結ベ－スの現金及び現金同等物（以下｢資金｣という。）は、投資活動により2億

1,300万円減少したものの、営業活動で6億2,955万円、財務活動により6,277万円増加した結果、当連結会計年度

は、4億7,933万円増加し、24億6,516万円となりました。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロ－） 

 営業活動の結果、減少した資金は、6億2,955万円(前期は3億4,002万円の減少)となりました。 

 これは、たな卸資産の減少により6億1,417万円、売上債権の2億3,928万円減少したこと等によるものでありま

す。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

 投資活動の結果、減少した資金は、2億1,300万円(前期は1億1,800万円の増加)となりました。 

 これは、主に子会社株式の取得による支出4億8,539万円と、有形固定資産を売却したことによる3億508万円の

増加によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

 財務活動の結果、増加した資金は、6,277万円(前期は1億1,800万円の増加)となりました。 

 これは、主に借入金の純増加額によるものであります。 
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 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

  平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 

自己資本比率（％） 16.9 14.8 12.6 

時価ベースの自己資本比率（％） 13.5 11.6 31.7 

債務償還年数（年） 10.5 ― ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 3.8 ― ― 

 ※自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

３.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

４.平成17年3月期は、営業活動によるキャッシュ・フローが支出であるため債務償還年数及びインタレスト・カ

バレッジ・レシオは記載しておりません。 

 

 

   (3)通期の見通し 

 通期の見通しにつきましては、わが国経済は、全般に回復基調を示しましたものの先行不透明感は否めないな

かで、市場（お客様）からのニーズを的確に捉え、ご満足頂ける製品を提案（提案型営業）する事で、主力製品

である駐車場関連製品及び電子機器部品製品の拡販を積極的に図ると共に、お客様の立場に立ってニーズを捉え、

お客様が満足する新たな提案型製品の拡充を図ってまいります。 

 具体的には、駐車場関連事業ではグループ内における販売体制の強化を進め、更なる拡販に努めてまいります。

電子機器部品事業においては、強固な収益基盤の早期確立に努め、更なる品質の向上、原価低減の推進、営業力

強化、リ－ドタイムの短縮、重点事業への開発力の強化などにより高加価値商品の拡充を図り、他社に対する競

争力を高めてまいります。 

 このような中で、通期の連結業績といたしましては、売上高75億円、経常利益2億円、当期純利益1億2,000万円

円を見込んでおります。 
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４【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
 

  前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 増減 

区分 注記
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ＊４ 2,361,986  2,757,803  395,817 

２ 受取手形及び売掛金  964,656  1,151,366  186,710 

３ たな卸資産 ＊４ 1,070,841  800,471  △270,369 

４ 繰延税金資産  83,633  117,772  34,138 

５ その他  236,499  243,612  7,113 

貸倒引当金  △17,044  △20,658  △3,613 

流動資産合計  4,700,573 47.2 5,050,368 44.8 349,795 

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1) 建物及び構築物 ＊４ 1,468,497  1,554,887  86,389 

(2) 機械装置及び運搬具  135,436  373,754  238,318 

(3) 工具器具及び備品  351,699  330,669  △21,030 

(4) 土地 *3,4 2,366,397  3,076,111  709,714 

有形固定資産合計 ＊１ 4,322,030 43.3 5,335,423 47.4 1,013,392 

２ 無形固定資産       

(1) 連結調整勘定  407,999  410,415  2,415 

(2) その他  9,589  14,007  4,417 

無形固定資産合計  417,589 4.2 424,422 3.8 6,833 

３ 投資その他の資産       

(1) 投資有価証券 *2,4 100,962  50,007  △50,955 

(2) 繰延税金資産  29,098  ―  △29,098 

(3) その他 *2,4 408,892  414,127  5,234 

貸倒引当金  △9,904  △11,904  △2,000 

投資その他の資産合計  529,049 5.3 452,230 4.0 △76,819 

固定資産合計  5,268,670 52.8 6,212,077 55.2 943,406 

資産合計  9,969,244 100.0 11,262,445 100.0 1,293,201 
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  前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛金  630,537  740,105  109,568 

２ 短期借入金 ＊４ 1,122,672  2,223,009  1,100,337 
３ １年以内返済予定の 

長期借入金 ＊４ 944,578  1,014,782  70,203 

４ １年以内償還予定の社債  110,000  350,000  240,000 

５ 未払金  129,892  113,044  △16,847 

６ 未払法人税等  24,028  26,170  2,142 

７ 賞与引当金  ―  9,022  9,022 

８ 製品保証引当金  2,430  2,170  △260 

９ その他  171,531  225,240  53,708 

流動負債合計  3,135,671 31.5 4,703,546 41.8 1,567,875 

Ⅱ 固定負債       

１ 社債  850,000  680,000  △170,000 

２ 転換社債  30,000  ―  △30,000 

３ 新株予約権付社債  100,000  ―  △100,000 

４ 長期借入金 ＊４ 2,852,764  2,760,712  △92,052 

５ 退職給付引当金  ―  61,165  61,165 

６ 役員退職引当金  ―  13,254  13,254 

７ 長期受入保証金 ＊４ 550,555  536,372  △14,182 

８ 未払退職金 ＊５ 649,713  630,031  △19,682 

９ 繰延税金負債  7,111  137,043  129,932 
10 再評価に係る 
  繰延税金負債 ＊３ 317,565  317,565  ― 

11 その他  ―  4,664  4,664 

固定負債合計  5,357,709 53.7 5,140,810 45.6 △216,898 

負債合計  8,493,380 85.2 9,844,357 87.4 1,350,976 

(少数株主持分)       

少数株主持分  ―  7 0.0 7 

(資本の部)       

Ⅰ 資本金 ＊７ 1,052,850 10.6 1,052,850 9.3 ― 

Ⅱ 資本剰余金  439,433 4.4 439,433 3.9 ― 

Ⅲ 利益剰余金  △510,829 △5.1 △566,508 △5.0 △55,679 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊３ 462,885 4.6 462,885 4.1 ― 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  33,530 0.3 4,314 0.0 △29,215 

Ⅴ 為替換算調整勘定  ―  28,401 0.3 28,401 

Ⅵ 自己株式 ＊７ △2,005 △0.0 △3,294 △0.0 △1,288 

資本合計  1,475,863 14.8 1,418,081 12.6 △57,782 

負債、少数株主持分 
及び資本合計  9,969,244 100.0 11,262,445 100.0 1,293,201 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 

Ⅰ 売上高  5,793,690 100.0 6,998,048 100.0 1,204,357 

Ⅱ 売上原価 ＊１ 4,561,963 78.7 5,579,122 79.7 1,017,201 

売上総利益  1,231,727 21.3 1,418,926 20.3 187,156 

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

１ 荷造運搬費  35,402  32,248  △3,154 

２ 広告宣伝費  15,795  10,242  △5,552 

３ 貸倒引当繰入額  ―  1,913  1,913 

４ 役員報酬  110,107  136,462  26,355 

５ 給料手当  301,883  470,289  168,405 

６ 福利厚生費  60,644  88,886  28,241 

７ 減価償却費  49,239  36,709  △12,529 

８ 租税公課  71,641  46,129  △25,512 

９ 諸手数料  76,712  66,671  △10,040 

10 研究開発費 ＊１ 61,618  89,752  28,134 

11 連結調整勘定償却額  27,200  27,959  759 

12 その他の経費  277,765  314,334  36,569 

   販売費及び 
   一般管理費合計  1,088,010 18.8 1,312,600 18.9 233,589 

営業利益  143,716 2.5 97,283 1.4 △46,432 

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息  432  262  △170 

２ 受取配当金  1,032  1,090  58 

３ 受取手数料  24,178  27,973  3,794 

４ 受取修繕費  3,705  ―  △3,705 

５ レート差益  ―  11,254  11,254 

６ その他  14,012  39,718  25,705 

   営業外収益合計  43,361 0.7 80,298 1.1 36,937 

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息  129,513  133,902  4,388 

２ 支払手数料  360  200  △160 

３ その他  31,955  33,934  1,979 

   営業外費用合計  161,829 2.8 168,036 2.4 6,207 

経常利益  25,248 0.4 9,545 0.1 △15,702 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 

Ⅵ 特別利益       

１ 固定資産売却益 ＊２ 52,331  61,801  9,469 

２ 投資有価証券売却益  3,796  82,584  78,787 

３ 賞与引当金戻入益  3,640  ―  △3,640 

４ 貸倒引当金戻入益  3,045  ―  △3,045 

５ 債務勘定整理益  ―  15,000  15,000 

   特別利益合計  62,813 1.1 159,385 2.3 96,571 

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産除却損 ＊３ 53,689  7,567  △46,122 

２ 前期損益修正損  7,083  2,221  △4,862 

３ 製品評価損  ―  15,000  15,000 

４ 減損損失 ＊４ ―  23,121  23,121 

５ 企業再編費用  ―  42,926  42,926 

６ 社債償還損  ―  4,500  4,500 

７ 役員退職慰労金  ―  50,750  50,750 

８ 貸倒引当金繰入額  ―  2,000  2,000 

   特別損失合計  60,773 1.0 148,085 2.1 87,312 

税金等調整前当期純利益  27,288 0.5 20,844 0.3 △6,443 

法人税、住民税及び 
事業税  24,214 0.4 60,090 0.8 35,876 

法人税等調整額  △7,830 △0.1 6,380 0.1 14,211 

過年度法人税等  ―  50 0.0 50 

少数株主損益  ―  1 0.0 1 

当期純利益又は当期純損
失（△）  10,904 0.2 △45,679 △0.6 △56,583 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

 
 前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

増減 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,135,974  439,433 △696,540 

Ⅱ 資本剰余金減少高       

1.資本準備金取崩高  696,540 696,540 ―   

Ⅲ 資本剰余金期末残高   439,433  439,433 ― 

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,208,274  △510,829 697,445 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

1.当期純利益  10,904  ―   

2.資本準備金取崩高  696,540 707,445 ― ― △707,445 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

1.当期純損失    45,679   

1.役員賞与  10,000 10,000 10,000 55,679 45,679 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △510,829  △566,508 △57,679 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  27,288 20,844 

減価償却費  194,327 228,622 

連結調整勘定償却  27,200 27,959 

賞与引当金の減少額  △3,250 622 

貸倒引当金の増加額(△減少額)  △3,045 △4,294 

退職給付引当金の増加額(△減少額)  ― △9,705 

役員退職引当金の増加額(△減少額)  ― △3,555 

製品保証引当金の減少額  △170 △260 

未払退職金支払額  △19,765 △21,182 

受取利息及び受取配当金  △1,465 △2,232 

支払利息  129,513 199,065 

投資有価証券売却益  △3,796 △82,584 

固定資産売却益  △52,331 △61,801 

固定資産除却損  53,689 7,567 

減損損失  ― 20,267 

売上債権の減少額(△増加額)  △108,687 239,289 

たな卸資産の減少額(△増加額)  △460,509 614,178 

未収消費税等の増加額  △4,432 4,432 

仕入債務の減少額  △3,113 △199,694 

未払消費税等の減少額(△増加額)  22 △4,016 

役員賞与の支払額  △10,000 △20,000 

その他  61,331 △43,214 

小計  △177,191 910,308 

利息及び配当金の受取額  1,390 2,192 

利息の支払額  △133,887 △194,566 

法人税等の支払額  △31,440 △89,516 

法人税等の還付額  1,099 1,141 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △340,028 629,559 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の解約による収入  479,638 284,646 

定期預金の増加による支出  △483,164 △201,133 

有形固定資産の売却による収入  223,883 305,085 

有形固定資産の取得による支出  △4682,732 △171,464 

無形固定資産の取得による支出  △1,872 ― 

投資有価証券の売却による収入  3,279 105,667 

投資有価証券の取得による支出  △26 △1,823 

短期貸付金の回収による収入  3,219 4,366 

短期貸付金の貸付による支出  △2,064 ― 

長期貸付金の回収による収入  962 1,345 

子会社株式の取得による支出  ― △485,397 

保険積立金解約による収入  63 ― 

保険積立金による支出  △62 △821 

その他  △7,403 △53,472 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4466,280 △213,001 



ファイル名:第66期連結決算短信 更新日時:5/30/2006 10:24:00 PM 印刷日時:06/05/30 22:25 

―  ― 13 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増加額(△純減少額)  △289,381 462,348 
長期借入れによる収入  2,242,317 1,850,000 
長期借入金の返済による支出  △1,221,606 △2,177,608 
社債の発行による収入  488,831 189,320 
社債の償還による支出  △40,000 △260,000 
自己株式の取得による支出  △153 △1,288 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,180,008 62,771 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  373,699 479,330 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,612,139 1,985,838 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,985,838 2,465,169 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  子会社４社のうち、テクニカル電子
㈱を連結の範囲に含め、㈱テクノス 
サンキュー、シティ情報サービス㈱、
㈲香川パークサービスの３社を連結の
範囲から除外しております。 
 非連結子会社３社はいずれも小規模
会社であり、全体として、総資産、売
上高、当期純損益の持分相当額、利益
剰余金の持分相当額等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除外してお
ります。 

子 会 社 ６ 社 の う ち 、 EPE ㈱ 、
EPE(Thailand)Co.,LTD.、日飛電子精
機㈱を連結の範囲に含め、㈱テクノス 
サンキュー、シティ情報サービス㈱、
㈲香川パークサービスの３社を連結の
範囲から除外しております。 
 非連結子会社３社はいずれも小規模
会社であり、全体として、総資産、売
上高、当期純損益の持分相当額、利益
剰余金の持分相当額等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲から除外してお
ります。 
な お EPE ㈱ 、 EPE(Thailand) 
Co.,LTD.、日飛電子精機㈱は、当連結
会計年度に連結子会社となり、みなし
取得日を平成17年9月30日としており
ます 

２ 持分法の適用に関する事
項 

 非連結子会社である㈱テクノス サ
ンキュー、シティ情報サービス㈱、㈲
香川パークサービスの３社はいずれも
小規模会社であり、全体として、当期
純損益の持分相当額、利益剰余金の持
分相当額等は、連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないため、持分法を
適用しておりません。 

 非連結子会社である㈱テクノス サ
ンキュー、シティ情報サービス㈱、㈲
香川パークサービスの３社はいずれも
小規模会社であり、全体として、当期
純損益の持分相当額、利益剰余金の持
分相当額等は、連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないため、持分法を
適用しておりません。 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日
と一致しております。 

連結子会社のうち、EPE(Thailand)Co.,
ＬTD.、の決算日は12月31日であるた
め、連結計算書類の作成にあたって
は、決算日現在の財務諸表を使用して
おります。 
 

４ 会計処理基準に関する事
項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 
 (イ)有価証券の評価基準及び評価方

法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は、全部
資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算定) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 
 (イ)有価証券の評価基準及び評価方

法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの 

  同左 

     時価のないもの 
移動平均法による原価法 

    時価のないもの 
  同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

   製品・仕掛品 
    電子機器 

個別法による原価法 
    電子部品 

総平均法による原価法 
 

    駐車場関連 
主として個別法による原価
法 

 (ロ)たな卸資産の評価基準及び評価
方法 

   製品・仕掛品 
    電子機器 

主として個別法による原価 
    電子部品 

主として総平均法による原
価法 

    駐車場関連 
  同左 

    原材料 
    電子機器 

移動平均法による原価法 
 

    電子部品 
移動平均法による原価法 
 

    駐車場関連 
最終仕入原価法 

   原材料 
    電子機器 

主として移動平均法による
原価法 

    電子部品 
主として移動平均法による
原価法 

    駐車場関連 
主として最終仕入原価法 

    貯蔵品 
最終仕入原価法 

   貯蔵品 
  同左 

 販売用不動産 
個別による原価法 

   販売用不動産 
個別による原価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
 (イ)有形固定資産 
   定率法によっております。 
   ただし、当社の本社建物及び構
築物及び連結子会社で平成10年４
月１日以降に取得した建物は、定
額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

   建物及び構築物……３年～39年 
   機械装置及び運搬具２年～17年

工具器具及び備品…２年～20年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 
 (イ)有形固定資産 
   定率法によっております。 
   ただし、当社の本社建物及び構
築物及び連結子会社で平成10年４
月１日以降に取得した建物は、定
額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 

   建物及び構築物……３年～39年 
   機械装置及び運搬具２年～17年 
   工具器具及び備品…２年～20年 

また、在外連結子会社は、当該
国の会計基準に基づく定額法を採
用しております。 

 
  (ロ)無形固定資産 

   定額法によっております。 
   なお、ソフトウェア(自社利用目
的)については、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法に
よっております。 

 (ロ)無形固定資産 
       同左 

 (ハ) 長期前払費用 
――― 

(ハ) 長期前払費用 
 支出の効果の及ぶ期間で均等償却し
ております。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 
  社債発行費は支出時に全額費用と
して処理しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 
       同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等の特定の
債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上して
おります。 

(4) 重要な引当金の計上基準 
 (イ)貸倒引当金 
       同左 

  (ロ)賞与引当金 
   当社では、従業員の賞与の支給に
充てるため、当連結会計年度の負担
すべき支給見込額を計上しておりま
す。当連結会計年度においては、該
当事項はありません。 

   なお、連結子会社では、各四半期
の業績に基づいて当該期間中に賞与
を支給しているため、賞与引当金の
計上は不要となっております。 

 (ロ)賞与引当金 
   一部の国内連結子会社におい
て、従業員の賞与の支給に充てる
ため、当連結会計年度の負担すべ
き支給見込額を計上しておりま
す。 

   

  (ハ)製品保証引当金 
   販売済製品の補修の費用等に充て
るため、過去の実績を勘案し、将来
の発生見込額を計上しております。 

 (ハ)製品保証引当金 
       同左 

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎となった
連結会社の財務諸表の作成に当たって
採用した重要な外貨建の資産及び負債
の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しておりま
す。 

(5) 連結財務諸表の作成の基礎となっ
た連結会社の財務諸表の作成に当た
って採用した重要な外貨建の資産及
び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理して
おります。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
       同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の要件を満たしており、
かつ、想定元本、利息の受払条件及び
契約期間がヘッジ対象負債と同一であ
る金利スワップ取引については、特例
処理を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
       同左 

  (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段…金利スワップ 
   ヘッジ対象…借入金利息 

 (イ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段… 同左 
   ヘッジ対象… 同左 

  (ロ)ヘッジ方針 
   借入金に係る将来の金利変動によ
るリスクを回避するために行ってお
り、リスクヘッジ目的以外の取引は
行わない方針であります 

 (ロ)ヘッジ方針 
       同左 

  (ハ)ヘッジの有効性評価の方法 
   金利スワップの特例処理の要件に
該当するため、その判定をもって有
効性の判定に代えております。 

 (ハ)ヘッジの有効性評価の方法 
       同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (8) その他連結財務諸表作成のための重
要な事項 
 (イ)消費税等の会計処理の方法 
   税抜方式によっており、控除対象
外消費税等は当期の費用として処理
しております。 

 (ロ)連結納税制度の適用 
   連結納税制度を適用しておりま
す。 

(8) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項 
 (イ)消費税等の会計処理の方法 
   税抜方式によっており、控除対
象外消費税等は当期の費用として
処理しております。 

 (ロ)連結納税制度の適用 
       同左 
 

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。 

       同左  

６ 連結調整勘定の償却に関
する事項 

 連結調整勘定の償却については、20年
間の均等償却を行っております。 

       同左 

７ 利益処分項目等の取扱い
に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の連結
会計年度中に確定した利益処分又は損失
処理に基づいて作成しております。 

       同左 

８ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。 

       同左 

 

（会計方針の変更） 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――――― 
 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 
当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日企業会計基準適用指針
第6号）を適用しております。 
 これにより税金等調整前当期純利益が23,121千円減少
しております。 
なお、減損損失累計額については、当該各資産の金額か
ら直接控除しております。    

 

（表示方法の変更） 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 前連結会計年度まで区分掲記していた「未収還付法人
税等」（当連結会計年度末の残高は1,141千円）は、資
産の合計額の100分の１以下となったため、「その他」
に含めて表示することに変更しております。 

 ―――――――― 
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（追加情報） 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律
第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導
入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税
における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい
ての実務上の取り扱い」（平成16年２月13日企業会計基
準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付
加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費
に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費が12,682千円増加
し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益
が、同額減少しております。        

 ―――――――― 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

319. １ 有形固定資産の減価償却累計額 
3,548,646千円 

319. １ 有形固定資産の減価償却累計額 
5,373,160千円 

319. ２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 12,000千円
その他(出資金)  0千円 

319. ２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 12,000千円
その他(出資金)  0千円 319. ３ 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３

月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、当該評価差額に係る繰延税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計
上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として資本の部に計上しております。 

   再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日公布政令第119
号)第２条第４号に定める「地価税
法第16条に規定する地価税の課税
価格の計算の基礎となる土地の価
額を算定するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算出し
た価額」に基づき算出しておりま
す。 

   再評価を行った年月日    平成13年３月31日 
   再評価を行った土地の期末 
   における時価と再評価後の    △152,239千円 
   帳簿価額との差額 

319. ３ 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３
月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再
評価を行い、当該評価差額に係る繰延税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計
上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として資本の部に計上しております。 

   再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令
(平成10年３月31日公布政令第119
号)第２条第４号に定める「地価
税法第16条に規定する地価税の課
税価格の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官
が定めて公表した方法により算出
した価額」に基づき算出しており
ます。 

   再評価を行った年月日    平成13年３月31日 
   再評価を行った土地の期末 
   における時価と再評価後の   △175,961千円 
   帳簿価額との差額 

319. ４ 担保に供している資産及び対応する債務は次の
とおりであります。 

科目 金額 
(千円) 

対応する債務 
(千円) 

預金 
 
建物及び構築物 

150,000 
 

255,553 

短期借入金 
713,772 

 

土地 
 

1,143,986 
 

１年以内返済 
予定の長期借入金 

373,424 
投資有価証券 
 

2,344,890 
 
長期借入金 

2,066,835 
 
 

 
 
長期受入保証金 

489,040 

計 3,965,358 3,643,071 

   上記のほか、役員の金融機関からの借入に対して
保険積立金(投資その他の資産・その他)162,534千円
を担保に供しております。 

319. ４ 担保に供している資産及び対応する債務は次の
とおりであります。 

科目 金額 
(千円) 

対応する債務 
(千円) 

建物及び構築物 
 

1,234,087 
 

短期借入金 
1,361,011  

 

土地 
 

2,518,228 
 

１年以内返済 
予定の長期借入金 

329,214 

  長期借入金 1,054,426 

  長期受入保証金 489,040  

計 3,752,315  3,233,692 

    

＊５ 当社は適格退職年金制度を採用しておりました
が、平成13年１月12日を基準日として、これを廃止
し、基準日時点での退職金要支給額と年金資産の配
分額との差額を退職日後１年間据置10年間分割支払
とすることとしたため、当該未払額を「未払退職
金」として固定負債に計上しております。 

＊５         同左 

 ６ 偶発債務 
役員の金融機関からの 
借入に対する債務保証 123,278千円

 

 ６ 偶発債務 
  ―――――― 

319. ７ 自己株式の保有数 
   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式
の数は以下のとおりであります。 

普通株式 7,423株
   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式
8,038,100株であります。 

319. ７ 自己株式の保有数 
   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式
の数は以下のとおりであります。 

普通株式 10,025株
   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式
8,038,100株であります。 
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(連結損益計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

319. １ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は次のとおりであります。 

一般管理費 61,618千円
当期製造費用 31,799千円
合計 93,418千円

 

319. １ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は次のとおりであります。 

一般管理費 89,752千円
当期製造費用 43,057千円
合計 132,809千円

 
319. ２ 固定資産売却益 

土地 52,331千円
 

319. ２ 固定資産売却益 
 建物 56,362千円
 土地 5,439千円
 合計 61,801千円 

319. ３ 固定資産除却損 
建物及び構築物 4,300千円
機械装置及び運搬具 22,603千円
工具器具及び備品 26,785千円
合計 53,689千円

 

319. ３ 固定資産除却損 
建物及び構築物 2,416千円
機械装置及び運搬具 1,413千円
工具器具及び備品 3,737千円
合計 7,567千円

 
―――――― 319. ４ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グル－プは以下の
資産グル－プについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

東京本社電子
機器部品事業 
東京都大田区 

電子機器部品
事業のシステ
ム機器販売設
備 

工具器具及び備
品 
機械装置及び運
搬具 

福岡本社 
福岡県福岡市 

駐車場関連事
業設備 

工具器具 
及び備品 

 

ＥＰＥ㈱ 
福島県喜多方
 

遊休資産 

建物及び構築物 
機械装置及び運
搬具 
工具器具及び備
品 
土地 

当社は、事業用資産については継続的に収支の把
握を行っている管理会計上の区分に基づきグル－ピ
ングを行っております。 
電子機器部品事業及び駐車場関連事業設備の一部
は、将来的にも収益向上の見通しがたたないため、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失（23,121千円）として特別損失に計上して
おります。 
減損損失の内訳は、建物及び構築物2,021千円、
機械装置及び運搬具112千円、工具器具及び備品
14,151千円、土地3,981千円、リース資産2,853千円
であります。 
なお、当資産グル－プの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、処分予定価額又は路線価
に基づき算定しております。 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,361,986千円
預入期間が 
３ヶ月を超える定期預金 △376,148千円

現金及び現金同等物 1,985,838千円
  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,757,803千円
預入期間が 
３ヶ月を超える定期預金 △292,634千円

現金及び現金同等物 2,465,169千円
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(リース取引関係) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

319. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 83,801 32,389 51,411 

工具器具 
及び備品 171,603 59,778 111,824 

合計 255,404 92,168 163,236 

(注) 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に
占める未経過リース料期末残高の割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。 

319. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

減損損 
失累計 
額相当
額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 234,017 152,339 ― 81,677 

工具器具 
及び備品 183,641 86,712 2,068 96,928 

合計 417,658 239,052 2,068 178,605 

(注)         同左 
 
 

319. 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 41,797千円 
１年超 121,438千円 
合計 163,236千円 
 
 

 

(注) 未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固
定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末
残高の割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。 

319. 未経過リース料期末残高相当額 
１年以内 35,190千円
１年超 54,334千円
合計 89,524千円
リース資産減損勘定期末残高
額 

1,209千円

(注)         同左 
 
 
 

319. 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 39,610千円 
減価償却費相当額 39,610千円 

 

319. 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 41,883千円
リ－ス資産減損勘定の取崩 1,644千円
減価償却費相当額 41,883千円
減損損失 2,853千円

 
319. 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

319. 減価償却費相当額の算定方法 
           同左 

２ オペレーティング・リース取引 
（借主側） 
未経過リース料 

１年以内 867千円
１年超 2,530千円
合計 3,398千円

 

２ オペレーティング・リース取引 
（借主側） 
    未経過リース料 

１年以内 1,312千円
１年超 3,369千円
合計 4,682千円
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(関連当事者との取引) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関係内容 
属性 氏名又は名称 住所 

資本金又は
出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 役員の兼務

等 
事業上の関
係 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高（千
円） 

 （被所
有）  

 前払費用  
  

2,433  
 直接
35.06％  

 賃借料の
支払  

      
13,938   長期差入保証

金  
  

22,000  

 間接
0.00％  

 駐車場管
理機械の保
守業務の委
託  

  
288  

 未収金  
  

1,093  

取締役  本房 周作   ―   ―  
 当社代表
取締役社長  

  

 ―   ―  

 経費の支
払  

  
72  

 貸付  
  

2,364  
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの    

①株式 19,364 76,509 57,144 

②その他 2,026 2,039 12 

小計 21,390 78,548 57,157 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

①その他 9,992 9,364 △628 

小計 9,992 9,364 △628 

合計 31,383 87,912 56,529 

 
 

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額 
（千円） 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額 
(千円) 

8,795 3,796 ― 

 

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

319. その他有価証券 
 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式(店頭売買有価証券を除く) 1,050 
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当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの    

①株式 4,154 7,183 3,029 

②その他 2,026 2,610 583 

小計 6,180 9,794 3,613 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの    

①株式 18,269 10,998 △7,271 

①その他 9,992 8,925 △1,066 

小計 28,262 19,924 △8,338 

合計 34,443 29,718 △4,724 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
 

売却額 
（千円） 

売却益の合計額 
(千円) 

売却損の合計額 
(千円) 

71,433 82,584 ― 

 

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

319. その他有価証券 
 

内容 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 1,050 
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(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

319. 取引の内容 
  利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取
引であります。 
(2) 取引に対する取組方針 
  デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス
ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方
針であります。 
(3) 取引の利用目的 
  デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場
における利率上昇による変動リスクを回避する目的で
利用しております。 
  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行
っております。 
319. ヘッジ会計の方法 
  金利スワップについては特例処理の要件を満たして
おりますので、特例処理を採用しております。 
 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
  ヘッジ手段 金利スワップ取引 
  ヘッジ対象 借入金利息 
 ③ヘッジ方針 
  借入金に係る将来の金利変動によるリスクの回避を
目的としており、リスクヘッジ以外の取引は行わない
方針であります。 
 ④ヘッジの有効性評価の方法 
  金利スワップについては、特例処理を採用している
ため、ヘッジの有効性の評価は省略しております。 
(4) 取引に係るリスクの内容 
  金利スワップ取引は金利変動リスクを有しておりま
すが、当該リスクはヘッジ対象となる負債に係る金利
変動リスクを効果的に相殺しております。 
  なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限
定しているため信用リスクはほとんどないと認識して
おります。 
(5) 取引に係るリスク管理体制 
  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権
限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金
担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

319. 取引の内容 
           同左 
 
(2) 取引に対する取組方針 
           同左 
 
 
(3) 取引の利用目的 
           同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 取引に係るリスクの内容 
           同左 
 
 
 
 
 
(5) 取引に係るリスク管理体制 
           同左 
 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除
いております。 

 

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 
なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除
いております。 
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(税効果会計関係) 
 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

  (繰延税金資産) 
319. 流動資産 
   税務上の繰越欠損金 61,027千円
たな卸資産評価損否認 94,736 〃 
貸倒引当金損金算入限度超過額 4,298 〃 
貸倒損失否認  2,459 〃 
未払金否認 5,578 〃 
製品保証引当金否認 988 〃 
未払事業税 
その他 

5,384 〃 
1,623 〃 

評価性引当額 △92,462 〃 
計 83,633 〃 

   ②固定資産 
   税務上の繰越欠損金 88,622千円
未払退職金否認 264,368 〃 
連結子会社の全面時価 
評価法適用に伴う評価差額  69,601 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 2,190 〃 
固定資産除却損否認 47,223 〃 
貸倒引当金損金算入限度超過額 3,986 〃 
連結会社間内部利益消去 
その他 

2,362 〃 
849 〃 

評価性引当額 △434,217 〃 
繰延税金負債(固定)との相殺 △15,887 〃 
計 29,098 〃 
繰延税金資産合計 112,732 〃 

 (繰延税金負債) 
   固定負債 

その他有価証券評価差額金 △22,999千円
繰延税金資産(固定)との相殺 15,887 〃 
繰延税金負債合計 △7,111 〃 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.7％
(調整) 
住民税均等割 37.5％
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

24.1％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.5％

連結調整勘定償却 40.5％
評価性引当額の減少 △81.5％
その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.0％
 
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

  (繰延税金資産) 
319. 流動資産 
税務上の繰越欠損金 117,859千円
たな卸資産評価損否認 73,914 〃 
貸倒引当金損金算入限度超過額 14,633 〃 
貸倒損失否認  16,833 〃 
製品保証引当金否認 882 〃 
賞与引当金 3,789 〃 
未払事業税 1,580 〃 
その他 7,416 〃 
評価性引当額 △119,101 〃 
繰延税金負債（流動）との相殺 △87 〃 
計 117,772 〃 

   ②固定資産 
税務上の繰越欠損金 98,498千円
未払退職金否認 256,359 〃 
連結子会社の全面時価 
評価法適用に伴う評価差額  69,601 〃 

減価償却費損金算入限度超過額 20,034 〃 
固定資産除却損否認 7,151 〃 
土地減損損益 17,264 〃 
貸倒引当金損金算入限度超過額 
退職金給付引当金 

4,843 〃 
20,914 〃 

役員退職慰労引当金 5,567 〃 
連結会社内部利益消去 2,138 〃 
その他 1,939 〃 
評価性引当額 △502,175 〃 
繰延税金負債（固定）との相殺 △2,138 〃 
計  ― 
繰延税金資産合計 117,772〃 

 (繰延税金負債) 
319. 流動負債 
連結会社間内部利益消去 △87千円
繰延税金資産（流動）との相殺 △87〃 
計  ― 
  

②固定負債 

その他有価証券評価差額金 
特別償却準備金 
連結子法人等の全面時価評価法 
適用に伴う評価差額 

 
 

319. 4,063〃 
319. 6,696〃 

 
△128,422〃 

繰延税金負債（固定）との相殺 2,138〃 

計 △137,043〃 

繰延税金負債合計 △137,043〃 
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前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

―――――― ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 40.7％
(調整) 
住民税均等割 64.8％
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

20.7％

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 

△0.4％

連結調整勘定償却 54.6％
法人税等の特別控除 △9.8％
海外子会社の実行税率の差異 △37.8％

  評価性引当額の増減 192.5％
  その他 △6.2％
税効果会計適用後の法人税の負担率 319.1％
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(退職給付会計関係) 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

―――――― ３ 退職給付会計関係 
(1) 採用している退職給付制度の概要 
一部の連結子法人等は、退職一時金制度及び確
定拠出金制度を採用しております。 

(2) 退職給付債務（平成18年３月３1日） 
退職給付債務 65,669 千円 
年金資産 4,503 〃  
 退職給付引当金 61,165 〃  
(3) 退職給付費用に関する事項 
（自平成17年4月1日至平成18年3月31日） 
勤務費用 11,823 千円 
確定拠出年金掛金 1,271 〃  
 退職給付費用 13,094 〃  
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 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 

 
電子機器部品 
事業 
(千円) 

賃貸業 
(千円) 

駐車場関連 
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 2,325,736 131,229 3,336,724 5,793,690 － 5,793,690 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 － 7,530 － 7,530 (7,530)  

計 2,325,736 138,759 3,336,724 5,801,220 (7,530) 5,793,690 

  営業費用 2,172,916 65,583 3,221,858 5,460,358 189,615 5,649,974 

  営業利益 152,820 73,176 114,865 340,862 (197,145) 143,716 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出       

  資産 2,545,902 1,582,409 5,131,114 9,259,427 709,816 9,969,244 

  減価償却費 53,402 36,072 96,669 186,145 8,182 194,327 

  資本的支出 54,266 247,484 423,076 724,827 619 725,446 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品 
(1) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネクタ、

電源ユニット、システム機器等 
(2) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 
(3) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(198,751千円)の主なものは、親会社本社
の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(709,816千円)の主なものは、親会社での余資運用資金
(現金及び投資有価証券)等及び管理部門に係る資産等であります。 
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当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
 

 
電子機器部品 

事業 
(千円) 

賃貸業 
(千円) 

駐車場関連 
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去 
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 3,180,618 158,818 3,658,611 6,998,048 － 6,998,048 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 － 3,780 － 3,780 (3,780)  

計 3,176,211 133,369 3,692,248 7,001,828 (3,780) 6,998,048 

  営業費用 3,045,361 65,555 3,509,860 6,620,777 279,988 6,900,765 

  営業利益 134,554 97,042 148,751 380,348 (283,768) 97,283 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出       

  資産 4,148,558 1,311,893 4,899,312 10,359,764 902,681 11,262,445 

  減価償却費 123,198 36,572 146,937 308,613 7,715 314,424 

  資本的支出 17,024 － 51,475 68,499 686 69,186 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品 
(1) 電子機器部品事業……放送用・医療用モニタテレビ、電算機用CRTディスプレイ、ソケット、コネクタ、

電源ユニット、システム機器等 
(2) 賃貸業     ……建物、土地の賃貸等 
(3) 駐車場関連事業 ……駐車場管理機械等 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(283,768千円)の主なものは、親会社本社
の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(902,681千円)の主なものは、親会社での余資運用資金
(現金及び投資有価証券)等及び管理部門に係る資産等であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 
 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １株当たり純資産額           182.53円  １株当たり純資産額           176.64円 

 １株当たり当期純利益           0.11円  １株当たり当期純損失           5.69円 

 
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益    0.02円 
 

 
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益     ― 
 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）

(千円) 
10,904 △45,679 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

 利益処分による役員賞与金 

 
10,000 

 
― 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

(千円) 
904 △45,679 

普通株式の期中平均株式数(株) 8,031,473 8,030,315 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた当期純利益調整額の主要な内訳(千円) 

 支払利息（税額相当額控除後） 
  

 
1,175 

 

 
― 
 

当期純利益調整額(千円) △734 △734 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(株) 

 転換社債 

 新株予約権付社債 
 

 

80 
145 

 

― 
― 

普通株式増加数(株) 225 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算出に含まれなかった潜在株
式の概要 

― ― 

 

 

(重要な後発事項) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません 
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５【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメント 生産高(千円) 前期比(％) 

電子機器部品事業 2,928,864 ＋26.2 

駐車場関連事業 533,321 ＋75.6 

合計 3,462,186 ＋24.2 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 駐車場関連事業の内、時間貸駐車場の運営に関する部分は、生産実績として表示すべき適当な指標がないた
め、除いております。 

４ 賃貸業は、生産実績として表示すべき適当な指標がないため、除いております。 
５ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメント 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％) 

電子機器部品事業 3,378,861 ＋50.7 387,372 ＋106.5 

駐車場関連事業 3,874,301 ＋15.5 155,403 ＋127.1 

合計 7,253,162 ＋29.6 542,775 ＋112.0 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ 賃貸業は、受注実績として表示すべき適当な指標がないため、除いております。 
４ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメント 販売高(千円) 前期比(％) 

電子機器部品事業 3,318,618 ＋36.8 

賃貸業 158,818 ＋21.0 

駐車場関連事業 3,658,611 ＋9.6 

合計 6,998,047 ＋20.8 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
３ セグメント間取引については、相殺消去しております。 


